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要  約 

2009（平成 21）年度からの社会福祉士養成教育は、新たなカリキュラムにより実施されている。筆者は、研究年報第

2号において、平成 28 年度に実習を行った学生に対して実習中に学ぶべき項目の達成状況に関するアンケート調査を実

施したところ、実習中に学ぶべき項目のなかには、学習困難な傾向を示した項目があることが明らかになった。同時に、

調査対象数が少ないことなどから、継続した調査による結果の積み重ねが必要であることも課題となった。そこで、本

研究では、平成 29 年度に実習を行った学生に対して昨年と同様の調査を実施し、実習中に学ぶべき項目の自己評価の比

較を行い、効果的な社会福祉実習教育法について考察することを目的とした。その結果、2年間の自己評価の比較から、

共通する項目に対して学習困難と回答していることが確認できた。このことから、事前学習では具体的な相談援助事例

を活用した学習を行うこと、事後学習においては実習中の体験が深化できるような教育が必要となることが示唆された。 

 

キーワード：社会福祉実習，社会福祉実習指導，実践力のある社会福祉士の養成 

 

１．研究の動機と目的 

1987（昭和62）年に、社会福祉士及び介護福祉士法が

制定されて約30年が経過した。この間、社会福祉士の活

動領域は、学校や司法の領域など、多様な分野に広がっ

た。2007(平成19)年には社会福祉士及び介護福祉士法は

改正され、あわせて教育カリキュラムも見直され2009（平

成21）年度から新たな教育カリキュラム（以下、新カリ

キュラム）が実施されている。 

2013(平成25)年に成立した生活困窮者自立支援法の附

帯決議においても社会福祉士の配置について触れられて

いるように、社会福祉士への期待はさらに高まっている。

国の社会福祉政策を見ても、地域共生社会実現に向けて、

近年、新たな提案が出されている。例えば、2015(平成27)

年9月に厚生労働省の新たな福祉サービスのシステム等

のあり方検討プロジェクトチームが発表した「誰もが支

え合う地域の構築に向けた福祉サービスの実現－新たな

時代に対応した福祉の提供ビジョン－」（以下、新福祉ビ

ジョン）では、家族や地域社会の変化に伴い複雑化する

支援ニーズに対応するために、すべての人が世代や背景

を問わず、安心して暮らし続けられるまちづくり（全世

代・全対象者型地域包括支援）が不可欠であり、その実

現のためには複数分野の問題や複雑に絡む問題を抱える

対象者や世帯に対して、分野横断的かつ包括的に福祉サ

ービスを提供することが求められるとしている。新福祉

ビジョンにおいて社会福祉士に言及しているのは1回の

みであるものの、そこでは、社会福祉士を新しい地域包

括支援体制におけるコーディネート人材として活用する

ことを含め、あり方や機能を明確化することを検討課題

としてあげている。なお、新福祉ビジョン実現に向けて

2015(平成27)年3月に公表された工程表により、2016(平

成28)年度から社会福祉士養成カリキュラムの改定にむ

けた議論も開始されている。 

さらに、新福祉ビジョンが発表された翌年の2016(平成

28)年7月には、厚生労働省は『「我が事・丸ごと」地域共

生社会実現本部』を立ち上げている。具体的には、「他人

事」になりがちな地域づくりを地域住民が「我が事」と

して主体的に取り組んでいく仕組みを作っていくととも

に、市町村は、これまで地域づくりの支援と対象者ごと

に整備されてきた縦割りの相談支援から、総合的に対応

できる相談支援体制の整備を進め、同時に、公的な福祉

サービスも「丸ごと」へと転換していくため、サービス

や専門人材養成課程の改革を進めていくとするものであ

る。 

国は今後の超高齢化、超少子化を展望し社会福祉政策

の改革案を出している。社会福祉士養成校（以下、養成

校）の教員として国の動向に注視し、学生が社会の要請
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に答えることのできる高い実践力を習得できるような教

育を行うことが必要である。 

新カリキュラムのうち、相談援助実習は、講義・演習

等で学んだ知識や技術を実習という経験を通して整理・

統合化するということから、実践力のある社会福祉士の

養成における中核をなす科目である。しかし、学生の学

力レベルや動機づけは多様化しており、効果的な実習を

行うためには、学生個々の意識や能力に応じた指導が必

要である。筆者は、事前学習－実習－事後学習の三段階

の実習教育を担当している。そこで、昨年、平成28年度

に実習を行った学生に対して実習を通して学ぶべき項目

についての自己評価をもとに、どのような学習が困難で

あったか調査を行ったが、調査対象数が少ないことから、

今後も継続した調査を行い結果の積み重ねの必要性も明

らかとなった。 

以上のことから、平成29年度に実習を行った学生に対

して昨年と同様の調査を実施し、実習中に学ぶべき項目

の自己評価の比較を行い、効果的な社会福祉実習教育法

について考察することを目的とした。 

 なお、本学において「相談援助実習」は「社会福祉実

習」、「相談援助実習指導」は「社会福祉実習指導Ⅰ～Ⅲ」

として開講しているため、本研究において使用する科目

名は、本文中においても「社会福祉実習」、「社会福祉実 

習指導Ⅰ～Ⅲ」を使用する。同様に、「相談援助演習」も、

本学における開講科目名である「社会福祉援助技術演習」

を使用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．先行研究からみる社会福祉実習教育 

実習教育は、事前学習－実習－事後学習の三つの段階 

を通して展開される。本学における実習教育及び他科目

との関係は図１の通りである。社会福祉実習は、講義・

演習等で学んだ知識や技術を、実習という経験を通して

実践的に理解することができる。よって、社会福祉実習

を効果的に行うためには、事前学習が重要になるといえ

る。事前学習において学習すべき内容について、今橋ら

（2015）は、実習を終えた学生への振り返りのアンケー

ト調査を実施している。その結果、実習先の概要や利用

者への理解を深めること、記録の作成技術を身につける

こと、自己管理能力を高め体調管理を徹底しておくこと

など、実習を行う学生が取り組むべき課題としてあげて

いる。講義・演習等で学んだ知識や技術を、実習を通し

て具体的に理解するためには、実習生は不慣れで非日常

的な場所において、施設・機関等の利用者や実習指導者、

その他の職員など複数の他者と同時に関係を形成しなが

ら環境に適応していくことが求められ、事前学習におい

て実習に臨む体制を作ることの必要性が示されていた。

実習に臨む体制を作ることの必要性は、川上（2012）の

論文からも理解できる。川上は、実習施設・機関にとっ       

て実習生を受け入れるということは、実習指導者が利用

者に対するサービス提供の時間が実習指導によって削ら

れるということであり、それ自体が利用者の権利侵害で

あると指摘する。事前学習において、実習を行う学生が、

それらのことが自覚できるような実習の目標や課題の設   
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社会福祉援助技術演習Ⅴ 

(実習経験を踏まえた演習）

 
 

 

 

講  義  科  目（講義による理論学習） 

図１ 本学における実習教育及び他科目との関係 
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定を行うことが必要である。 

また、本郷ら（2015）は、日本社会福祉士養成校協会 

より示された「相談援助実習ガイドライン」の幅広い学 

習内容に対して、実習生が参加する実習施設により学習

内容に隔たりがあることを指摘している。その対応とし

て、事前学習による補強とともに幅広く学べる体制が形

成されるように実習施設に働きかけることの必要性につ

いて指摘している。実習を効果的に行うためには、実習

先施設・機関において幅広く学べる体制を形成されるよ

うに働きかけることも重要である。しかし、一方で、養

成校としては、実習先施設・機関の概要や利用者の理解

等のほか、記録の方法、礼儀作法などについても、事前

学習を通して学んでおくことも必要であるといえよう。 

各大学による教育研究上の目的、教育体制やカリキュ

ラムの構成、学生の意識の違いなどから教育効果は異な

る。よって、効果的に実習を行うためには、各養成校に

よって教育方法を検討することも必要だと考える。 

 

３．研究の方法 

(１)調査方法 

昨年、平成28年度社会福祉実習を行った学生（以下、

平成28年度実習生）に対して実施した調査項目を用いて、

平成29年度に社会福祉実習を行った学生（以下、平成29

年度実習生）に対して同様の調査を行った。具体的には、

「大学等において開講する社会福祉に関する科目の確認

に係る指針について（19文科高第917号、厚生労働省社援

発第0328003号）」（以下、大学等指針）において、実習教

育の内容として示している８つの項目である１）。具体的

には、ア)利用者やその関係者、施設・事業者・機関・団

体等の職員、地域住民やボランティア等との基本的なコ

ミュニケーションや人との付き合い方などの円滑な人間

関係の形成、イ)利用者理解とその需要の把握及び支援計

画の作成、ウ)利用者やその関係者（家族・親族・友人等）

との援助関係の形成、エ)利用者やその関係者（家族・親

族・友人等）への権利擁護及び支援（エンパワメントを

含む。）とその評価、オ)多職種連携をはじめとする支援

におけるチームアプローチの実際、カ)社会福祉士として

の職業倫理、施設・事業者・機関・団体等の職員の就業

などに関する規定への理解と組織の一員としての役割と

責任への理解、キ)施設・事業者・機関・団体等の経営や

サービスの管理運営の実際、ク)当該実習先が地域社会の

中の施設・事業者・機関・団体等であることへの理解と

具体的な地域社会への働きかけとしてのアウトリーチ、

ネットワークキング、社会資源の活用・調整・開発に関

する理解、以上の８点である。 

 

(２)調査対象 

平成 29 年度、社会福祉実習を行い社会福祉実習指導Ⅲ

（事後学習）を履修している学生（8 名）を調査対象と

し、7名から回答を得た（回収率 87.5%）。なお、７名が

実習を行った実習施設・機関等の内訳は、児童福祉法に

規定する児童養護施設が 3名、児童福祉法に規定する福

祉型児童発達支援センターが 1名、介護保険法に規定す

る介護老人福祉施設が 2名、社会福祉法に規定する福祉

事務所が 1名である。アンケート調査票は記名式とし、

社会福祉実習指導Ⅲの授業の際に、直接配布し、後日、

提出を求めた。 

 

（３）倫理的配慮 

本研究におけるアンケート調査は、東海学院大学倫理

基準に基づいて実施した。 

調査協力の依頼に際し、①調査協力への同意は自由で

あること、 ②得られたデータは教育・研究以外の目的に

は使用しないこと、③アンケートの回答結果が授業評価

に影響を及ぼすことは一切ないこと、 ④協力しない場合

も授業評価には一切影響を及ぼさないことを質問紙に明

記するとともに口頭で説明し、同意を得て調査を行った。 

 

（４）回答形式 

本調査においては、学生が実習を通して学ぶべき項目

を、大学等指針に示されている８項目とした。各項目に

ついて、「１；十分に達成できた」、「２；ほぼ達成できた」、

「３；あまり達成できなかった」、「４；達成できなかっ

た」、「５；経験していない」とし、各項目についての自

己評価を依頼した。なお、アンケート調査票に自由記述

欄を設け、自己評価と自由記述欄の記述内容から結果の

分析も試みた。 

 

４．結果 

大学等指針に示されているアからクまでの８つの項目

について調査を行い、自己評価結果は単純集計した。平

成29年度実習生と平成28年度実習生の比較結果は、表１

の通りである。平成29年度実習生で「十分に達成できた」

または「ほぼ達成できた」と回答した割合の高い項目か

ら、2年間の結果の比較を行った。また、自由記述欄の記

述内容等も参考に分析を行った。 
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平成28年度実習生への調査では、対象者の全員が「十 

分に達成できた」または「ほぼ達成できた」を選択した

項目はなかったが、平成29年度実習生は７名全員が「十

分に達成できた」または「ほぼ達成できた」を選択した

項目がア及びカの２項目で確認できた。 

アの「利用者やその関係者、施設・事業者・機関・団 

体等の職員、地域住民やボランティア等との基本的なコ

ミュニケーションや人との付き合い方などの円滑な人間 

関係の構築」では、平成28年度実習生は「十分に達成で

きた」と解答した学生は０名（0%）で「ほぼ達成できた」

が４名（51.7%）であったが、平成29年度実習生について

は７名全員が「十分に達成できた」または「ほぼ達成で

きた」を選択していた。アンケートの自由記述欄から、

言語的コミュニケーションや非言語的コミュニケーショ

ンの技法を用いて積極的に実習先施設・機関を利用され

る利用者や職員との関係性を構築しようとしたことがう

かがえた。また、実習中に生じた疑問など、実習指導者

や職員に積極的に質問することで人間関係が形成できた

と考えられる。 

カの「社会福祉士としての職業倫理、施設・事業者・

機関・団体等の職員の就業などに関する規定への理解と

組織の一員としての役割と責任への理解」では、平成28

年度実習生は「十分に達成できた」または「ほぼ達成で

きた」と回答した学生が３名（42.9%）であったが、平成

29年度実習生は７名全員が「十分に達成できた」または

「ほぼ達成できた」と回答していた。実習中、多くの学

生が実習指導者である社会福祉士２）と、直接、毎日のよ

うに反省会の時間を設けていただき質問や指導を受けて

いることから、職業倫理、組織における役割等について

学べたのだと考えられる。 

クの「当該実習先が地域社会の中の施設・事業者・機

関・団体等であることへの理解と具体的な地域社会への

働きかけとしてのアウトリーチ、ネットワーキング、社

会資源の活用・調整・開発に関する理解」では、平成28

年度実習生は「十分に達成できた」と解答した学生は０

名（0%）で「ほぼ達成できた」が３名（42.9%）であった

が、平成29年度実習生は「十分に達成できた」または「ほ

ぼ達成できた」と解答した学生が６名（85.7%）であっ

た。なお、「あまり達成できなかった」と回答した１人は、

ほとんどの時間が施設内での実習であったため地域社会

における施設に視点を向けることができなかったと記述

していた。 

オの「多職種連携をはじめとする支援におけるチーム 

アプローチの実際」では、平成28年度実習生は「十分に

達成できた」と回答した学生は０人（0%）で「ほぼ達成

できた」が３名（42.9%）であったが、平成29年度実習生 

は「十分に達成できた」または「ほぼ達成できた」と回 

答した学生が５名（71.5%）であった。自由記述等から、

例えば、児童養護施設で実習を行った学生は児童相談所

職員と行われる児童の処遇会議への参加や、児童が通う

学校での授業参観に職員と同行し、職員と担任教員との

情報交換の場に立会うことなどの経験から多職種連携に

ついて知る機会があったことが考えられる。 

キの「施設・事業者・機関・団体等の経営や管理運営

の実際」では、平成28年度実習生は「十分に達成できた」

または「ほぼ達成できた」と回答した学生は３名（42.9%）

であったが、平成29年度実習生は「十分に達成できた」

または「ほぼ達成できた」と回答した学生が４名（57.2%）

であった。この項目の自己評価は、「十分に達成できた」

から「達成できなかった」まで回答が割れた。「達成でき

た」と回答した学生からは実習施設のことを多面的に理

解したいという気持ちから積極的に質問をしたという記

述が見られた。他方、「達成できなかった」と回答した学

生は、「資料をもらっただけで質問をしなかった」という

記述であった。この項目には実習施設・機関の組織構造

や意思決定、予算や事業計画などを理解することが必要

であるが、実習指導者がどの程度、その過程に関わって

いるかにもよるであろう。よって、実習担当教員が実習

施設・機関の実習指導者と事前に打ち合わせを行い、例

えば管理者や事務長などの支援を依頼することなども必

要であることが考えられる。 

イの「利用者理解とその需要の把握及び支援計画の作

成」では、平成28年度実習生は「十分に達成できた」ま

たは「ほぼ達成できた」と回答した学生は０名（0%）で

あったが、平成29年度実習生は「十分に達成できた」と

解答した学生はいなかったものの「ほぼ達成できた」と

回答した学生が４名（57.1%）であった。この項目には、

利用者理解（利用者の個性や疾病、障害などが理解でき

たか）、利用者のニーズを客観的に把握できたか、また、

そのうえで支援計画の作成ができたかなど、多くの要素

を含んでおり、質問内容をどのように捉えるかによって 

回答が割れてしまったことが考えられる。 

エの「利用者やその関係者（家族・親族・友人等）へ

の権利擁護及び支援（エンパワメントを含む。）とその評

価」では、平成28年度実習生は「十分に達成できた」ま

たは「ほぼ達成できた」と回答した学生は０名（0%）で 
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表１ 自己評価結果（回答者数７名） 

  自己評価 1 2 3 4 5 

教育に含むべき事項 

ア 

利用者やその関係者、施設・事業者・機関・団体等の

職員、地域住民やボランティア等との基本的なコミュ

ニケーションや人との付き合い方などの円滑な人間

関係の形成 

平成 29 年度
3    

（42.9%）

4    

（57.1%）

0    

（0%） 

0    

（0%） 

0    

（0%） 

平成 28 年度
0    

（0%） 

4    

（57.1%）

2   

（28.6%） 

1   

（14.3%） 

0    

（0%） 

イ 利用者理解とその需要の把握及び支援計画の作成 

平成 29 年度
0    

（0%） 

4   

（57.1％）

2   

（28.6%） 

1   

（14.3%） 

0    

（0%） 

平成 28 年度
0    

（0%） 

0    

（0%） 

4   

（57.1％） 

3    

（42.9%） 

0    

（0%） 

ウ 
利用者やその関係者（家族・親族・友人等）との援助

関係の形成 

平成 29 年度
0    

（0%） 

2   

（28.6%）

4   

（57.1％） 

1   

（14.3%） 

0    

（0%） 

平成 28 年度
0    

（0%） 

0    

（0%） 

6   

（85.7%） 

1   

（14.3%） 

0    

（0%） 

エ 
利用者やその関係者（家族・親族・友人等）への権利

擁護及び支援（エンパワメントを含む。）とその評価 

平成 29 年度
0    

（0%） 

3    

（42.9%）

3    

（42.9%） 

0    

（0%） 

1   

（14.3%）

平成 28 年度
0    

（0%） 

0    

（0%） 

4   

（57.1％） 

3    

（42.9%） 

0    

（0%） 

オ 
多職種連携をはじめとする支援におけるチームアプ

ローチの実際 

平成 29 年度
2   

（28.6%）

3    

（42.9%）

2   

（28.6%） 

0    

（0%） 

0    

（0%） 

平成 28 年度
0    

（0%） 

3    

（42.9%）

3    

（42.9%） 

1   

（14.3%） 

0    

（0%） 

カ 

社会福祉士としての職業倫理、施設・事業者・機関・

団体等の職員の就業などに関する規定への理解と

組織の一員としての役割と責任への理解 

平成 29 年度
1   

（14.3%）

6   

（85.7%）

0    

（0%） 

0    

（0%） 

0    

（0%） 

平成 28 年度
1   

（14.3%）

2   

（28.6%）

3    

（42.9%） 

1   

（14.3%） 

0    

（0%） 

キ 
施設・事業者・機関・団体等の経営や管理運営の実

際 

平成 29 年度
1   

（14.3%）

3    

（42.9%）

2   

（28.6%） 

1   

（14.3%） 

0    

（0%） 

平成 28 年度
1   

（14.3%）

2   

（28.6%）

3    

（42.9%） 

1   

（14.3%） 

0    

（0%） 

ク 

当該実習先が地域社会の中の施設・事業者・機関・

団体等であることへの理解と具体的な地域社会への

働きかけとしてのアウトリーチ、ネットワーキング、社

会資源の活用・調整・開発に関する理解 

平成 29 年度
2   

（28.6%）

4   

（57.1％）

1   

（14.3%） 

0    

（0%） 

0    

（0%） 

平成 28 年度
0    

（0%） 

3    

（42.9%）

3    

（42.9%） 

1   

（14.3%） 

0    

（0%） 

 

１；十分に達成できた  ２；ほぼ達成できた  ３；あまり達成できなかった 
４；達成できなかった  ５；経験していない 
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あったが、平成29年度実習生は「十分に達成できた」と

回答した学生はいなかったものの「ほぼ達成できた」と

回答した学生が３名（42.9%）であった。この項目も、

権利擁護という用語をどのように捉えるかにより回答結

果が割れたものだと思われる。権利擁護という用語から

成年後見制度や日常生活利用支援事業に関する理解と捉

えたのではないかと考える。福祉サービス利用者の苦情

や意見を幅広く汲み上げサービスの改善を図るという観

点から、2000（平成12）年の社会福祉法改正により、社

会福祉事業経営者に苦情解決の仕組みが導入されている。

ここで言う「苦情」は利用者の不満だけではなく利用者

の声と捉え、サービスの向上につなげていくという要素

を含んでいる。よって、この項目の学習には、施設・機

関において、福祉サービスの利用者の満足感を高めるた

めの取組みについて学ぶことができたかなどがポイント

となる。このことを、学生に伝えることができなかった

ことが学習困難と回答した原因だと考えられる。 

最後に、ウの「利用者やその関係者（家族・親族・友 

人等）との援助関係の構築」は、平成28年度実習生は「十

分に達成できた」または「ほぼ達成できた」と回答した

学生は０名（0%）であったが、平成29年度実習生は「十

分に達成できた」と回答した学生はいなかったが「ほぼ

達成できた」と回答した学生が２名（28.6%）であった。

実習では、日々、接する利用者との援助関係の構築はで

きても、家族と接する機会は、例えば高齢者宅へ施設職

員と同行訪問に伺ったときなどに限られるため学習困難

と回答したことが考えられる。 

以上のように、平成 29 年度実習生に対する調査の結果、

ア、カ、ク、オ、キ、イの６項目については、「十分に達

成できた」又は「ほぼ達成できた」を選択した割合が 50%

を越えており、自己評価の結果は高い傾向を示した。一

方、エ、ウの２項目の自己評価の結果は低い傾向を示し

ていた。 

 

５．考察 

平成 29 年度実習生に対して行った自己評価と平成 28

年度実習生の自己評価を比較すると、平成 29 年度実習生

の自己評価の方が、すべての項目で「十分に達成できた」

と「ほぼ達成できた」のいずれかを回答した学生の割合

は高くなった。昨年の研究年報第 2号において 3点（①

事前学習において実習施設・機関を利用する利用者の理

解、例えば、介護老人福祉施設で実習をする場合は、職

業からの引退、経済力の低下、養育の終了などにおける

役割の損失など、高齢者の身体的特徴や社会的機能の変

化について具体的に理解しておくこと、②基本的なコミ

ュニケーション能力の修得、記録作成等の文章作成能力

の習得、③施設・機関の所在する地域の特徴や社会資源

などの調査）を、事前学習で学ぶことが必要であるとい

う考察を行った。平成 29年度実習生に対する社会福祉実

習指導Ⅱ及び社会福祉援助技術演習Ⅳ（いずれも平成 29

年度前期開講、社会福祉実習の事前学習に該当する）に

おいては、①から③の考察を意識し、学生個々の実習先

施設・機関の概要が理解できるように、例えば、教科書

等による理解だけではなく、事例を活用して実習生とし

てどのような対応をすべきか考え、記録を作成する。ま

た、実習先施設・機関の所在する地域の社会資源を調査

するなど、具体的に学べるように講義・演習を行った。

このような具体的取り組みも、平成 28年度実習生よりも

自己評価が高くなったことにつながった理由のひとつと

考える。他方、エ及びウの２項目の自己評価の結果は、

平成 29 年度実習生の方が高くなっているものの、平成

29 年度及び平成 28 年度実習生ともに他の項目と比べる

と低い傾向を示した。エについては、先述の通り社会福

祉事業経営者が行う苦情解決の仕組みについて、事前学

習において、より丁寧に説明することによって強化して

いく必要があると考える。ウについては、実習中に家族

等と接する機会が限られることなどの理由から援助関係

の構築が困難であることが考えられる。自己評価の結果

の低い傾向を示したエ及びウの２項目に限定せず、学習

到達度の低い項目に対しては、社会福祉実習指導Ⅲ及び

社会福祉援助技術演習Ⅴにおいて、実習記録やメモなど

をもとに丁寧に振り返り、実習中の体験が深化できるよ

うな教育が必要である。このような事前学習－実習－事

後学習の三つの段階を通して、実践力のある社会福祉士

の養成を行う中核をなす科目になると考える。 

 

６．まとめ 

本研究では、平成 29 年度実習生に対して実施した実習

を通して学ぶべき項目についての自己評価と平成 28 年

度実習生の自己評価を比較し、効果的に実習を行うため

の教育方法に関して考察を行った。2 年間の自己評価結

果の比較を通して、今後の教育方法について明らかにす

ることができた。先行研究からは、学習到達度を年度毎

に比較し、事後学習を含めた教育方法に関する考察を行

った研究は見ることはできなかった。この点に、本研究

の意義はあると考える。しかし、本研究における調査は、
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調査対象数が少ないこと、学生の自己評価にもとづくも

のである。今後は、実習巡回による指導方法、実習施設・

機関側からの評価等も含めて考察を行う必要もある。ま

た、実習施設・機関の協力も必要であるため、実習指導

者等に対してアンケート調査を行い、さらに考察してい

きたいと考えている。 

 

注 

１）大学等指針は、大学等が開設する指定科目等の確認に

際して科目省令によるほか、この指針に基づき行うこ

ととし、2009（平成 21）年 4月より適用されている。 

２）2006（平成 18)年 12 月に社会保障審議会福祉部会から

提出された意見書「介護福祉士制度及び社会福祉士制

度の在り方に関する意見」において、社会福祉士の養

成における課題として「実習教育について、本来社会

福祉士として求められる技能を習得することができる

ような実習内容になっていないのではないか」といっ

た点などを指摘された。これらの提言を受け、2007(平

成 19)年の社会福祉士及び介護福祉士法の改正にあわ

せて教育カリキュラムも見直された。この新カリキュ

ラムにおいては、実習指導者については、「社会福祉士

の資格を取得した後、相談援助の業務に 3 年以上従事

した経験を有する者」であって、かつ「『社会福祉士実

習指導者講習会』の課程を修了した者」とされた。な

お、実習指導者として 3 年以上実習指導を行っている

者については、平成 21年度から 3年間のうちに講習会

を受講すれば継続して実習指導を担当できるという経

過措置が設けられた。 
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Current State of Social-Work Training and Future Challenges(2) 

 

                               TANAKA，Kousaku 

 

Abstract 
 

The new training and development curriculum for certified social workers has been in effect since 

2009. In this second annual research report, the author conducted a survey of students who had 

completed hands-on training in 2016 on their achievement status for the items that should be 

learned in training. The results showed that there were some required items in the training that 

tended to be difficult to learn. However, because of the limitations of the study, such as the small 

size of the target group, there remains a need for more results through further research. This 

study aimed to discuss effective methods for educating and training people for social work; to this 

end, the same survey was done on students who went through the training in 2017 and the 

self-assessments on the required training items were compared. The results showed that students 

faced difficulties in learning the same items as the previous cohort. This suggests that it is 

necessary to have preparatory study prior to training that utilizes specific social work cases, as 

well as post-training education that more deeply ingrains the learner’s experiences from the 

training session. 

 

Keywords: social-work training, instruction at social-work training, training certified social 
workers with practical abilities 
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